                                                                      　 別紙４

（特定労働者に明示すべき事項　条例第10条、施行規則第8条関係）
　　　年　　月　　日

　　○○業務に従事するみなさまへ

【特定公契約の名称及び契約日】　

 　　名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　契約日
１ この契約は奈良県公契約条例の特定公契約に該当します。
２ 雇用主はこの業務に従事する労働者(※１)について以下のことを約束しています。
　　・法定の最低賃金額(※２)以上の賃金を支払うこと。
　　・健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に加入させる(※３)とともに、労災保険に　　　加入すること。
　　・労働者から法定の最低賃金額以上の賃金が支払われているかどうかや法定の　　　社会保険に加入できるかどうかについての申出があった場合は、速やかに　　　　確認を行い、その結果を労働者に説明すること（３を参照）。
     (※１) この場合の労働者とは、正職員・ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ・派遣社員等の就業形態を問わず、　　　　 この業務に従事されている方をいいます。直接業務に従事しない会社役員や一　　　　 般事務員などは除外されます。

     (※２) 　　　の最低賃金は　   　　　円（　　　　年　　月　　日発効）です。

     (※３) 雇用主は、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険について、労働者がそれぞれの要件に該当する場合は、加入させる義務があります。

 ３ 労働者は雇用主が最低賃金以上の賃金の支払いや、社会保険の加入について遵　守していないと考えるときは、雇用主のほか、奈良県又は特定受注者に申し出ることができます。
	申出先
	連　絡　先

	特定受注者の名称

（担当部署：　　　）

	 

	奈良県

会計局総務課


	　〒630-8501                   電話 
　奈良市登大路町３０            　0742-27-8906




